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【用語の定義】 

本実施方針では、次のように用語を定義する。 

用語の定義 

用語 用語の定義 

市 岡崎市のことをいう。 

本事業 南公園整備事業のことをいう。 

事業者 
本事業の実施に際して事業契約を締結し、事業を実施する者を
いう。 

PFI 法 
民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法
律（平成 11 年法律第 117 号改正令和元年法律第 71 号）をいう。

PFI 事業 PFI 法に基づき実施する事業をいう。 

本公園 南公園のことをいう。 

公園施設 
都市公園法第二条における都市公園の効用を全うするため、南

公園に設けられた施設をいう。 

有料公園施設 利用者から利用料金を徴収する施設をいう。 

既存を残置する施設 本事業により既存を残置する施設をいう。 

改修する施設 本事業により既存を改修する施設をいう。 

解体・撤去する施設 本事業により既存を解体・撤去する施設をいう。 

新たに導入する施設 本事業により新規導入する施設をいう。 

再整備する施設 本事業により再整備(更新)する施設をいう。 

実施方針等 
実施方針、業務要求水準書（案）等、実施方針の公表時及び特
定事業選定前に公表される書類をいう。 

募集要項等 

募集要項、業務要求水準書、審査基準、様式集、モニタリング
減額方法説明書、支払方法説明書等、募集要項の公表時に公表
される書類をいう。 

応募者 
施設の設計・建設、運営及び維持管理等の能力を有し、本事業
に応募する事業者グループをいう。 

SPC 
Special Purpose Company の略。本事業の実施のみを目的として
事業者により設立される会社をいう。特別目的会社ともいう。

構成企業 
SPC に対して出資を行うものであり、SPC から直接業務を受託
又は請け負うことを予定する者をいう。 

協力企業 
応募者の構成企業以外の者で、事業開始後、SPC から直接業務
を受託又は請け負うことを予定している者をいう。 

選定委員会 南公園 PFI 事業者選定委員会をいう。 

特定事業 
市の要求水準及び加点項目に従い、事業者の提案により実施す
る事業をいう。 

自由提案施設 

事業者の任意提案により、本公園の目的を逸脱しない範囲にお
いて、事業者が所有し、独立採算により設計、建設、維持管理、
運営する施設をいう。 
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市は、本事業について、民間の資金、経営能力及び技術的能力の活用により、効率

的かつ効果的に推進するため、PFI 事業として実施することを予定している。 

この実施方針は、PFI 法に基づく特定事業の選定及び当該特定事業を実施する事業

者の選定を行うに当たって、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等に関する

事業の実施に関する基本方針」（平成 30 年 10 月 23 日閣議決定）、「PFI 事業実施プ

ロセスに関するガイドライン」（令和 3 年 6 月 18 日改正）等に則り、本事業の実施

に関する方針として定めるものである。 

 

第１ 特定事業の選定に関する事項 

１ 事業の内容に関する事項 
 

(1) 事業の名称 

南公園整備事業 

 

(2) 事業に供される公共施設等の種類 

都市公園法に基づく公園施設 

 

(3) 公共施設等の管理者の名称 

岡崎市長  中根 康浩 

 

本公園施設については、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条第１項の規

定による「公の施設」として位置づけ、選定された事業者（以下「事業者」という。）

を同法 244 条の 2 第 3 項に規定する「指定管理者」として指定する予定であり、指定

の手続については、別途条例で定める。 

 

(4) 事業の目的 

南公園（以下「本公園」という）は、昭和 37 年の 4 月に開園し、昭和 47 年の 7 月

には市民プール、昭和 50 年の 3 月に交通広場、昭和 55 年には遊園地と梅林が順次開

設され、古くより岡崎市民の憩いやレクリエーションの場となっている。その一方で、

公園内の施設の多くは設置から 40 年以上が経過し、老朽化が顕著となっており、更

新の時期に差し掛かっている。 

このような現状を踏まえ、岡崎市では平成 30 年度より南公園における民間活力導

入に向けた検討に着手し、市として南公園で目指すべき導入施設の整備水準、概略規

模等の基本的な考え方をまとめた「基本計画」を令和 4 年 3 月に策定している。 

本事業は、「基本計画」に基づき、公園施設の設計・建設、維持管理及び運営等に

ついて、事業者の創意工夫を取り入れることにより財政負担の縮減及び公共サービス

の水準の向上等を図りながら、市民に快適な憩いやレクリエーションの環境を提供す

ることを事業目的とする。 
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(5) 事業区域 

本公園の事業区域は、公園の供用全域の面積である約 14.8ha とする。 
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(6) 本事業の対象施設 

本事業の対象施設は以下のとおりである。 

 

本事業の対象施設一覧 

整備分類 対象施設 

既存を残置する施設 

遊園地の施設（園路以外） 

梅林の施設（園路以外） 

芝生広場、野鳥の森の施設（園路以外） 

池の管理施設（護岸、取水施設、余水吐き） 

池の噴水施設 

電子基準点 

改修する施設 遊園地、梅林、芝生広場、野鳥の森の園路 

解体・撤去する施設 

岡崎市民プール 

テニスコート、クラブハウス 

運動場 

第一駐車場トイレ 

新たに導入する施設 

多目的芝生広場 

大屋根（人工芝広場） 

屋内遊戯施設 

水遊び場 

遊具広場 

再整備する施設 

交通広場 

交通広場管理棟 

駐車場 

遊園地北側の六角トイレ 

野鳥の森のトイレ 

池の木橋 

児童公園 

自由提案施設 民間自主事業により独立採算で整備運営する施設 
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(7) 事業の範囲 

 

ア 統括管理業務 

・ プロジェクトマネジメント業務 

・ 経営管理業務 

 

イ 設計・建設業務 

・ 事前調査業務 

・ 設計業務（建築・土木） 

・ 既存施設改修業務 

・ 解体撤去工事業務 

・ 建設工事業務（建築・土木） 

・ 工事監理業務 

・ 周辺家屋影響調査・対策業務 

・ 備品等設置業務 

・ 所有権移転業務 

・ 各種申請等業務 

・ 国庫等補助金申請補助業務 

・ その他設計・建設業務上必要な業務 

 

ウ 運営準備業務 

・ 開業準備業務 

・ 開園式典業務 

 

エ 運営業務 

・ 施設管理業務 

・ 受付・応対業務 

・ 利用料金収受及び還付業務 

・ 広報・誘致業務 

 

オ 維持管理業務 

・ 施設・建築物等保守管理業務 

・ 設備保守管理業務 

・ 物品保守管理業務 

・ 植栽維持管理業務 

・ 清掃業務 

・ 警備・巡視業務 

 

カ 民間自主事業 
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(8) 事業方式 

本事業は、ＰＦＩ法に基づき、事業者が自らの提案をもとに施設の設計・建設を行っ

た後、市に所有権を移転し、事業期間を通じて、事業者が維持管理運営業務を行う方

式（BTO（Build Transfer Operate））、事業者が自らの提案をもとに施設の設計・改

修し、維持管理運営業務を行う方式（RO（Rehabilitate Operate））とする。 

維持管理業務については、市が地方自治法 244 条の 2 第 3 項に基づき事業者を指定管

理者とする予定である。 

自由提案施設については、市は都市公園法第 5 条第 1 項の許可を与える予定である。 

 

(9) 事業期間 

事業期間は、事業契約締結の日から 2043（令和 25）年 3 月 31 日までとする。 

 

(10) 事業スケジュール 

事業スケジュール 

イベント 時期 備考 

開園式典 2027（令和 9）年 4月 2日 式典・内覧会 

オープニングイベント 2027（令和 9）年 4月 3日 提案 

※ 上記に示す時期は予定日であり、事業者が提案する設計・建設・工事監理の

期間に応じて、市と協議の上決めるものとする。 

 

想定スケジュール 

 2023(R5)年度 2024(R6)年度 2025(R7)年度 2026(R8)年度 2027(R9)年度

 6  9  12  6  9  12  6  9  12  6  9  12  6  9  12 

優先交渉権者の

決定 

基本協定の締結 

事業契約の締結 

設計・建設・ 

工事監理期間 

(公園閉鎖期間) 

供用 

 

 

(11) 事業期間終了後の措置 

市は、事業期間終了後、本公園を継続して公の施設として引き続き提供する予定で

ある。事業者は、事業期間終了時の要求水準を満たす状態で、本公園を市に引継ぐも

のとする。 

全面供用 
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(12) 事業者の収入 

本事業における事業者の収入は、次のとおり予定している。なお、内容の詳細や支

払方法については、募集要項等及び事業契約書（案）で提示する。 

 

ア 市が支払うサービス購入費 

市は、事業者が実施する本事業に要する費用のうち、本公園の設計・建設、維持管

理及び運営業務等に係る費用について、事業期間中に予め定める額を事業契約書に基

づき事業者に支払う。 

 

イ 本公園について利用者から得る収入 

事業者は、別途市が定める条例において上限を定められる本施設の利用料金収入を

得ることができる。利用料金収入が一定額を超えた場合、超えた分の一部を市に納付

するものとし、納付額については、事業者の提案とする。また、本施設を利用して実

施する特定事業に係る収入を得ることができる。 

 

ウ 独立採算により行う自主事業に係る収入 

事業者は、自らの提案により、本事業の目的に合致する範囲において、自由提案施

設等を整備し、又は本公園を利用した自主事業を実施し、その収入を得ることができ

る。なお、この自由提案施設の設置に伴い必要となる土地使用料及び本公園を利用し

た場合の施設使用料は、事業者が市に支払うものとする。 

 

(13) 遵守すべき法制度等 

本事業の実施にあたっては、以下に掲げる法制度等並びに設計・建設、維持管理及

び運営業務等の提案内容に応じて関連する関係法令及びその関連施行令、施行細則、

条例、規則、要綱等（いずれも適用時点で最新のもの）を遵守するとともに、各種基

準、指針等についても本事業の要求水準と照らし合わせて適宜参考とすること。 
 

ア 法令・施行令・施行規則 

・都市公園法 

・地方自治法 

・労働基準法 

・建築基準法 

・電気事業法 

・消防法 

・水道法 

・下水道法 

・浄化槽法 

・建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 

・建設業法 

・建築物における衛生的環境の確保に関する法律 

・農薬取締法 
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・個人情報の保護に関する法律 

・労働安全衛生法 

・エネルギーの使用の合理化等に関する法律 

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

・都市計画法 

・景観法 

・砂防法 

・森林法 

・道路法 

・駐車場法 

・宅地造成等規制法 

・騒音規制法 

・振動規制法 

・水質汚濁防止法 

・大気汚染防止法 

・土壌汚染対策法 

・悪臭防止法 

・建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律 

・資源の有効な利用の促進に関する法律 

・国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律 

・高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律 

・健康増進法 

・生物多様性基本法 

・製造物責任法 

・建築士法 

・食品衛生法 

・高圧ガス保安法 

・測量法 

・暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 

・労働安全衛生法 

・民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律 

・危険物の規制に関する政令 

・その他関係法令 
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イ 条例等 

 

・愛知県環境基本条例 

・愛知県建築基準条例 

・愛知県建築基準法施行細則 

・愛知県建築士法施行細則 

・愛知県建築物の耐震改修の促進に関する法律施行細則 

・愛知県県民の生活環境の保全等に関する条例 

・愛知県砂防指定地内における行為の規制に関する条例 

・愛知県人にやさしい街づくりの推進に関する条例 

・美しい愛知づくり条例 

・岡崎市都市公園条例 

・岡崎市都市公園管理規則（以下｢都市公園管理規則｣という。） 

・岡崎市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例 

・岡崎市個人情報保護条例 

・岡崎市情報公開条例 

・岡崎市予算決算及び会計規則 

・岡崎市行政手続条例 

・岡崎市移動等円滑化のために必要な道路の構造の基準に関する条例 

・岡崎市屋外広告物条例 

・岡崎市開発行為の許可等に関する条例 

・岡崎市火災予防条例 

・岡崎市環境基本条例 

・岡崎市下水道条例 

・岡崎市建築基準法施行細則 

・岡崎市自然環境保全条例 

・岡崎市自転車等の放置の防止に関する条例 

・岡崎市水道事業給水条例 

・岡崎市生活環境保全条例 

・岡崎市駐車施設条例 

・岡崎市都市計画法施行細則 

・岡崎市土地利用基本条例 

・岡崎市宅地造成等規制法施行細則 

・岡崎市廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則 

・岡崎市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例 

・岡崎市防災基本条例 

・岡崎市暴力団排除条例 

・岡崎市風致地区内における建築等の規制に関する条例 

・岡崎市水と緑・歴史と文化のまちづくり条例 

・岡崎市周辺環境に影響を及ぼすおそれのある特定事業の手続き及び実施に

関する条例 
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・その他条例等 

 

※上記に関するすべての関連施行令・規則等についても含むものとし、また本

事業を行うにあたり必要とされるその他の公共条例及び関連法令等につい

ても遵守のこと。 
 

ウ 要綱各種基準等 

(ｱ) 国土交通省（又は建設省）営繕部監修、（社）公共建築協会編集の次にあげる基

準（いずれも最新版） 

・建築保全業務共通仕様書（国土交通大臣官房官庁営繕部監修） 

・造園施工管理技術編 第８編造園管理（国土交通省都市・地域整備局公園緑

地課監修） 

・建築工事共通仕様書（国土交通大臣官房官庁営繕部監修） 

・電気設備工事共通仕様書（国土交通大臣官房官庁営繕部監修） 

・機械設備工事共通仕様書（国土交通大臣官房官庁営繕部監修） 

・工事標準仕様書（愛知県建設部編集） 

・都市公園の遊具の安全確保に関する指針(改訂第 2 版)（国土交通省都市地域

整備局公園緑地景観課） 

・官庁施設の基本的性能基準及び同解説 

・官庁施設の総合耐震計画基準及び同解説 

・官庁施設の総合耐震診断・改修基準及び同解説 

・官庁施設の総合耐震・対津波計画基準 

・官庁施設の環境保全性に関する基準 

・官庁施設の環境保全性に関する診断・改修計画基準 

・官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準 

・雨水利用・排水再利用設備計画基準・同解説 

・排水再利用・雨水利用システム計画基準・同解説 

・敷地調査共通仕様書 

・建築設計基準及び同解説 

・省エネルギー建築設計指針 

・建築構造設計基準及び同解説 

・建築設備計画基準・同要領 

・建築設備設計基準 

・擁壁設計標準図 

・表示・標識標準 

・昇降機技術基準の解説 

・構内舗装・排水設計基準 

・建築工事監理指針 

・機械設備工事監理指針 

・電気設備工事監理指針 

・建設改修工事監理指針 
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・建築工事安全施工技術指針・同解説 

・公共建築工事標準仕様書（建築工事編） 

・公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編） 

・公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 

・公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編） 

・公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編） 

・公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編） 

・公共建築木造工事標準仕様書 

・建築工事標準詳細図 

・公共建築設備工事標準図（電気設備工事編） 

・公共建築設備工事標準図（機械設備工事編） 

・建築物解体工事共通仕様書・同解説 

・建築工事公衆災害防止対策要綱（建築工事編） 

・建設副産物適正処理推進要綱 

・測量及び設計業務等共通仕様書（愛知県） 

・土木工事標準仕様書（愛知県） 

・土木工事現場必携（愛知県） 

・標準構造図（岡崎市下水工事課） 

・宅地防災マニュアル（宅地防災研究会） 

・道路土工要綱及び舗装、照明、防護柵等各種指針（日本道路協会） 

・道路構造令の同解説と運用（日本道路協会） 

・下水道施設計画・設計指針と解説（日本下水道協会） 

・下水道維持管理指針（日本下水道協会） 

・小規模下水道計画・設計・維持管理指針と解説（日本下水道協会） 

・下水道施設の耐震対策指針と解説（日本下水道協会） 

・防災調整池等技術基準（案）（日本河川協会） 

・河川砂防技術基準（日本河川協会） 

・河川管理施設等構造令及び河川管理施設等構造令施行規則（日本河川協会） 

・揚排水ポンプ設備技術基準・同解説（河川ポンプ施設技術協会） 

・水道施設設計指針（日本水道協会） 

・水道工事標準仕様書、土木工事編、設備工事編（日本水道協会） 

・水理公式集（土木学会） 

・コンクリート標準示方書（土木学会） 

・土木製図基準（土木学会） 

・日本下水道協会規格（JSWAS） 

・日本農林規格（JAS） 
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(ｲ) その他 

・遊具の安全に関する規準（日本公園施設業協会） 

・建設リサイクルガイドライン 

・都市公園の樹木の点検・診断に関する指針（案） 

・岡崎市指定管理者制度導入に関する方針 

・内閣府障害者施策推進本部発行の公共サービス窓口における配慮マニュアル 

・岡崎市公共建築物等の木材利用の促進に関する基本方針 

・岡崎市公共建築物等の木材利用の促進に関する基本方針の運用 

・岡崎市消防活動用空地等設置指導要綱 

・岡崎市公共工事特記仕様書（岡崎市建設企画課） 

・開発行為に係る消防水利の指導基準 

・日本工業規格（ＪＩＳ） 

・都市公園の移動等円滑化整備ガイドライン（国土交通省） 

・都市公園における遊具の安全確保に関する指針（別編：子どもが利用する可

能性のある健康器具系施設）（国土交通省） 

・岡崎市施工プロセスチェックの手引き 

・愛知県電子納品運用ガイドライン（案） 

・市有建築物等定期点検業務の手引き（岡崎市建築課） 

・その他の関連要綱･各種基準等 

 

(14) 実施方針の変更 

実施方針公表後における民間事業者等からの意見を踏まえ、特定事業の選定までに、

実施方針の内容を見直し、実施方針の変更を行うことがある。なお、変更を行った場

合は、速やかに、その内容を市のホームページ等で公表する。 
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２ 特定事業の選定方法等に関する事項 
 

(1) 考え方 

本事業について、市が自ら実施した場合に比べ業務の質が担保され、効率的かつ効

果的に公共サービスの向上が図られると判断される場合に、PFI 法第７条の規定に基

づき特定事業として選定する。 

 

(2) 選定方法 

次の手順により客観的評価を行い、評価の結果を公表する。 
 

ア 定量的評価（VFM 評価） 

本事業を市が自ら実施する場合の公共負担額と PFI 事業で実施する場合の公共負担

額を算出の上、これを現在価値に換算・比較することにより評価を行う。 
 

イ PFI 事業として実施することの定性的評価 

公共サービスの水準についてはできる限りの定量的な評価を行うが、定量化が困難

な場合は客観性を確保した上で定性的な評価を行う。 
 

ウ 上記ア・イを踏まえた総合的評価 

上記の定量的評価及び定性的評価並びに実施方針に関する質問及び意見等を総合

的に勘案して特定事業の選定可否を評価する。 

 

(3) 選定結果の公表 

本事業を特定事業として選定した場合は、その判断の結果を評価の内容とあわせて

市のホームページにおいて公表する。なお、本事業の実施可能性について客観的な評

価の結果に基づき、特定事業の選定を行わないこととした場合にあっても同様に公表

する。 
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第２ 事業者の募集及び選定に関する事項 

１ 事業者選定の方法 

本事業では、事業期間における施設の整備と維持管理、そして運営が良質な公共

サービスの提供として、適正なコストで実施できる事業者を選定する。その事業者の

選定方法は、整備能力、維持管理能力、運営能力等をあらかじめ示した基準に従って

評価し、公平性及び透明性の確保に十分留意して、優先交渉権者及び次点交渉権者を

決定する公募型プロポーザル方式等の競争性のある随意契約の活用により行う予定

である。 
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２ 選定の手順及びスケジュール 

選定にあたっての手順及びスケジュールは、次のとおり予定している。 

 

選定にあたっての手順及びスケジュール 

日時 スケジュール内容 

2023 年（令和５）年２月 14 日(火) ・実施方針、業務要求水準書（案）の公表 

2023 年（令和５）年２月 27 日(月) ・実施方針等に関する説明会及び現地見学会 

2023 年（令和５）年３月 13 日(月) ・実施方針及び業務要求水準書（案）に関する質問・

意見の締切り 

2023 年（令和５）年３月下旬 ・特定事業の選定・公表 

2023 年（令和５）年４月上旬 ・募集要項、業務要求水準書、審査基準、様式集、モ

ニタリング減額方法説明書、支払方法説明書及びこ

れらに関係する書類（以下「公募関係資料（案）等」

という。）の公表 

2023 年（令和５）年４月中旬 ・公募関係資料に関する質問締切り 

2023 年（令和５）年４月下旬 ・公募関係資料に関する質問への回答 

2023 年（令和５）年４月下旬 ・公募関係資料に関する説明会 

2023 年（令和５）年５月上旬 ・公募関係資料（案）等の変更・修正公表 

2023 年（令和５）年６月上旬 ・基本協定書（案）及び事業契約書（案）の公表 

2023 年（令和５）年７月上旬 ・基本協定書（案）及び事業契約書（案）に関する質

問・意見の締切り 

2023 年（令和５）年７月下旬 ・基本協定書（案）及び事業契約書（案）の変更・修

正公表 

2023 年（令和５）年７月下旬 ・参加表明書提出締切り 

2023 年（令和５）年８月上旬 ・参加資格審査結果の通知 

2023 年（令和５）年８月中旬 ・競争的対話に関する質問の締切り 

2023 年（令和５）年８月下旬 ・競争的対話 

2023 年（令和５）年９月中旬 ・募集要項等の変更・修正公表 

2023 年（令和５）年９月下旬 ・提案書締切り 

2023 年（令和５）年 10月下旬 ・提案書審査 

2023 年（令和５）年 11月上旬 ・提案に関するヒアリングの実施 

2023 年（令和５）年 11月上旬 ・優先交渉権者の決定及び公表 

2023 年（令和５）年 12月定例会 ・本事業実施に係る債務負担行為の設定議案の提出 

2023 年（令和５）年 12月中旬 ・基本協定の締結 

2024 年（令和６）年２月上旬 ・仮契約の締結 

2024 年（令和６）年３月定例会 ・（仮称）岡崎市南公園設置関係条例議案の提出 

・事業契約及び指定管理者指定議案の提出 

※ 議決により仮契約を本契約とする 
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３ 応募手続き等 
 

(1) 実施方針等の説明会及び現地見学会 

本事業に対する事業者の参入促進に向け、実施方針等に関する説明会及び現地見学

会を開催し、事業の内容、募集及び選定に関する事項等について市の考え方を提示す

る。 

実施方針等に関する説明会及び現地見学会の詳細は次に記載する。なお、参加希望

者は令和 5 年 2 月 22 日（水）17 時までに様式 1 を使用して、電子メールにてファイ

ル添付及び開封確認メールで提出のこと。また、説明会では実施方針等の資料配布は

行わないので参加希望者各自で用意すること。 
 

あて先：岡崎市都市基盤部公園緑地課 

電子メールアドレス：koen@city.okazaki.lg.jp 
 

ア 説明会 

(ｱ) 日時及び場所 

ａ 開催日時 

令和 5 年 2 月 27 日（月）10 時から 12 時まで 
 

ｂ 開催場所 

岡崎市役所分館 3 階大会議室 
 

(ｲ) 当日連絡先 

岡崎市都市基盤部公園緑地課（電話番号 0564-23-6717） 
 

イ 現地見学会 

整備予定地等について確認するための現地見学会を行う。 

(ｱ) 日時及び場所 

ａ 開催日時 

令和 5 年 2 月 27 日（月）13 時 30 分から 15 時 30 分まで 
 

ｂ 開催場所 

岡崎市若松町萱林１−１ 南公園 
 

ｃ 集合場所 

様式 1 別紙に記載（現地集合かつ現地解散） 
 

(ｲ) 当日連絡先 

岡崎市都市基盤部公園緑地課（電話番号 0564-23-6717） 
 

なお、様式 1 において、民間事業者が既存施設に関する詳細な現地調査を希望する

場合は、市は、2 月 27 日以降で別途日程を調整し、希望者に連絡する。なお、既存施

設に関する現地調査は、目視以外の調査は認めない。調査希望者が多い場合は、市で

調整する。 
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(2) 実施方針及び業務要求水準書（案）等に関する質問・意見の受付 

実施方針及び業務要求水準書（案）に記載の内容に関する質問・意見の受付を次の

要領により行う。また、民間事業者から提出された意見等についても、市が必要と判

断した場合には市から問い合わせを行うこともある。 
 

ア 質問・意見の受付期間 

令和 5 年 2 月 14 日（火）から令和 5 年 3 月 13 日（月）17 時まで 
 

イ 提出方法 

質問・意見の内容を簡潔にまとめ、様式 2 に記入の上、電子メールにてファイル添

付及び開封確認メールで提出のこと。 
 

あて先：岡崎市都市基盤部公園緑地課 

電子メールアドレス：koen@city.okazaki.lg.jp 
 

 

ウ 質問・意見に対する回答 

実施方針及び業務要求水準書（案）の記載内容に関する質問・意見に対して書面に

よる回答が可能なものについては、令和 5 年 3 月下旬までに次の市のホームページに

おいて回答を公表する。ただし、提出者名は公表しない。 
 

・ホームページアドレス 

  https://www.city.okazaki.lg.jp/1550/1568/1638/p035227.html 
 

(3) 特定事業の選定・公表 

市は、実施方針及び業務要求水準書（案）に対する質問及び意見の結果等を踏まえ、

本事業を PFI 事業として実施すべきか否かを評価し、PFI 事業として実施することが

適切であると判断した場合には、本事業を特定事業として選定し、その結果を公表す

る。 

 

(4) 募集要項等の公表 

市は、本事業を特定事業として選定した場合は、実施方針及び業務要求水準書（案）

に対する民間事業者からの意見等を踏まえ募集要項等を公表する。 

 

(5) 募集要項等に関する質問の受付・回答、結果の公表 

募集要項等の内容について質疑応答を行うものとする。具体的な日程、場所等につ

いては募集要項等で提示する。 

 

(6) 参加表明書、資格確認申請の受付、資格確認通知の発送 

本事業の応募者に参加表明書及び資格審査に必要な書類の提出を求める。資格審査

の結果は、応募者に通知する。 
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(7) 競争的対話の実施 

市は、資格審査通過者に対して、競争的対話を実施する。応募者は、参加表明書及

び資格審査に必要な書類の提出時に「概要提案書」を提出し、「概要提案書」に基づ

いて競争的対話を実施する。競争的対話は、業務要求水準書等について市と民間事業

者の認識に齟齬がないこと、より適確な提案につなげることを目的に実施するもので

あり、概要提案書による提案内容の評価は行わない。 

競争的対話の具体的な実施方法については、募集要項等において通知するが、現時

点においては、次のような内容を想定している。 

 

①概要提案書の提出 

事業者選定基準等に基づいて、提案評価のポイントとなる事項数テーマを必須提案

テーマとし、あわせて応募者が提案したいテーマを提案いただく（応募者の負担を考

慮し簡易な資料とする予定）。 
 

②概要提案書に基づく競争的対話の実施 

競争的対話は、概要提案の善し悪しを評価するためのものではなく、応募者の能力

を引き出し、より適切な提案、期待以上の提案に結びつけるために実施する。 
 

③競争的対話を踏まえた業務要求水準等の調整 

競争的対話を踏まえ、募集要項等において市の意図が伝わっていない点等があれば、

募集要項等に追記や追加資料の提示を行う。なお、透明性・公平性の観点から応募者

との対話の中で、全体に周知すべき事項がある場合は、対話結果の公表時に合わせて

公表する。 ただし、対話者名は公表しない。 
 

【競争的対話の実施フロー（案）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資格審査及び概要提案書の提出 

資格審査 

失格 

概要提案書のチェック 

概要提案書に基づく 
個別対面方式の競争的対話 

募集要項等の修正 
周知すべき事項の公表 

参加資格を 
満たすもの 

参加資格を 
満たさない 
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(8) 提案書の受付 

資格審査通過者に対し、募集要項等に基づき本事業に関する事業計画の提案内容を

記載した提案書の提出を求める。提案書の審査に当たって、市が必要と判断した場合

は、応募者に対して個別に確認を行うこともある。なお、提案書の提出方法・時期、

提案に必要な書類等の詳細等については、募集要項等で提示する。 

 

(9) 優先交渉権者及び次点交渉権者の選定並びに公表 

提案書について選定委員会で総合的に評価を行い、市は、優先交渉権者及び次点交

渉権者を選定し、応募者に通知するとともに公表する。 

 

(10) 優先交渉権者との交渉と事業契約の締結 

市は、選定した優先交渉権者と契約内容の詳細について協議し、事業契約に関する

議会の議決を経た後、事業契約を締結する。協議が調わなかった場合、次点交渉権者

と協議を行う。 
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４ 応募者の備えるべき参加資格要件 
 

(1) 応募者の構成等 

応募者の構成等については、次のとおりとする。 
 

ア 応募者は、次に記載する複数の企業により構成されるグループとし、代表企業を定

め、当該代表企業が応募手続き等を行うこととする。 

(ｱ) 本公園の設計業務を担当する企業（以下「設計企業」という。） 

(ｲ) 本公園の建築工事を担当する企業（以下「建築企業」という。） 

(ｳ) 本公園の土木工事を担当する企業（以下「土木企業」という。） 

(ｴ) 本公園の工事監理業務（建築）を担当する企業（以下「工事監理企業」という。） 

(ｵ) 本公園の工事管理業務（土木）を担当する企業（以下「工事管理企業」という。） 

(ｶ) 本公園の維持管理業務を担当する企業（以下「維持管理企業」という。） 

(ｷ) 本公園の運営業務を担当する企業（以下「運営企業」という。） 

(ｸ) 本事業において上記以外の役割を担う企業（以下「その他の企業」という。） 
 

イ 応募者は、構成企業及び協力企業により構成されるものとし、参加表明書提出時に

構成企業及び協力企業の企業名並びに各企業が担当する業務を明らかにするもの

とする。なお、構成企業は複数とすること。 
 

ウ 参加表明書提出以降、応募者の構成企業又は協力企業の変更は原則として認めない。

ただし、(5)で認める範囲で変更を要する事情が生じた場合は、市と協議を行うこ

と。 
 

エ 応募者の構成企業及び協力企業は、他の応募者の構成企業又は協力企業になること

はできない。 

オ 実施しようとする業務について、関係法令に基づく資格等を有する者で構成する。 

 

(2) 構成企業及び協力企業の業務の兼務 

構成企業及び協力企業が上記(1)アの(ｱ)から(ｸ)までに示す企業のいくつかを兼ねる

ことを認める。 

ただし、建築企業及び土木企業が工事監理（管理）企業を兼ねること、資本又は人

事面において関連がある企業同士が建築企業及び土木企業と工事監理（管理）企業に

なることは認めない。なお、「資本面において関連がある企業」とは、当該企業の発

行済株式総数の 100 分の 50 を超える株式を有し、又はその出資の総額の 100 分の 50

を超える出資をしている者をいい、「人事面において関連がある企業」とは、当該企

業の役員を兼ねている者をいう。 
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(3) 応募者の参加資格要件 

応募者の構成企業及び協力企業は次の要件を満たすこと。なお、複数の要件を満た

す企業は当該複数の業務を実施することができることとし、また、同一業務を複数の

者で実施する場合もそれぞれ次の要件を満たすこと。 
 

ア 参加資格確認基準日において、市の競争入札参加資格者名簿に登録されていること。 
 

イ 本事業を円滑に遂行できるだけの安定かつ健全な財務能力を有していること。 
 

ウ 本事業を効率的かつ効果的に実施できる知識及び経験を有していること。 
 

エ 設計企業は、建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23 条の規定に基づく一級建築

士事務所の登録を行っていること。 
 

オ 建築企業は、次の要件を満たしていること。 

(ｱ) 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 3 条第 1 項の規定による建築一式工事に

つき特定建設業の許可を受けていること。 

(ｲ) 岡崎市入札参加資格者名簿に登載された建設工事の有資格者のうち、市内に建設

業法上の主たる営業所を有する者（市内業者）で、岡崎市総合評定値 1100 点以

上であること。 それ以外の者は、建設業法第 27 条の 29 第 1 項に規定する総合

評定値（経営事項審査総合評定値）1100 点以上であること。ただし複数で参加す

る場合は、主たる建築企業以外の企業の総合評定値が 900 点以上であること。 
 

カ 土木企業は、次の要件を満たしていること。 

(ｱ) 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 3 条第 1 項の規定による土木一式工事に

つき特定建設業の許可を受けていること。 

(ｲ) 岡崎市入札参加資格者名簿に登載された土木工事の有資格者のうち、市内に建設

業法上の主たる営業所を有する者（市内業者）で、岡崎市総合評定値 1200 点以

上であること。それ以外の者は、建設業法第 27 条の 29 第１項に規定する総合評

定値（経営事項審査総合評定値）1200 点以上であること。ただし複数で参加する

場合は、主たる土木企業以外の企業の総合評定値が 1000 点以上であること。 
 

キ 工事監理（建築）企業は、建築士法第 23 条の規定に基づく一級建築士事務所の登

録を行っていること。 
 

ク 工事管理（土木）企業は、建設コンサルタント登録規程（昭和 52 年 4 月 15 日建設

省告示第 717 号）による「造園部門」及び「都市計画及び地方計画部門」の登録

がなされていること。 
 

ケ 維持管理企業は、本事業を実施するために法令上必要とする資格等がある場合は、

当該資格等を有していること。 
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コ 運営企業は、次の要件を満たしていること。 

(ｱ) 本事業を実施するために法令上必要とする資格等がある場合は、当該資格等を有

していること。 

(ｲ) 都市公園等の公共施設の運営に関して、管理者としての現在履行中の案件を含め、

実績を有していること。 
 

サ その他の企業は、本事業を実施するために法令上必要とする資格等がある場合は、

当該資格等を有していること。 

 

(4) 応募者の制限 

次のいずれかに該当する者は、応募者の構成企業又は協力企業になることはできな

い。 
 

ア PFI 法第 9 条の規定に該当する者 
 

イ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 の規定に該当する者 
 

ウ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続き開始の申立をしている

者 
 

エ 民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続き開始の申立をしている

者 
 

オ 清算中の株式会社である民間事業者について、会社法（平成 17 年法律第 86 号）に

基づく特別清算開始命令がなされている者 
 

カ 会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成 17 年法律第 87 号）によ

る改正前の商法（明治 32 年法律第 48 号）第 381 条の規定による整理開始の申立

又は通告がなされている者 
 

キ 破産法（平成 16 年法律第 75 号）第 18 条又は第 19 条の規定による破産の申立がな

されている者 
 

ク 市から入札参加停止の措置を受けている者 
 

ケ 最近 1 年間の法人税、消費税、法人事業税を滞納している者 
 

コ 本事業の業務に関与した者又はこれらの者と資本面若しくは人事面において関連

がある者 

・中央コンサルタンツ株式会社（愛知県名古屋市中区丸の内三丁目 22 番 1 号） 
 

サ 選定委員会の委員又はこれらの者と資本面若しくは人事面において関連がある者 

 



 

－ 22 － 

(5) 参加資格確認基準日及び参加資格確認基準日以降の取扱い 

参加資格確認基準日は、参加表明書の提出期限日とする。なお、参加資格確認基準

日以降に参加資格要件を欠くような事態が生じた場合の対応は、次のとおりとする。 
 

ア 参加資格確認基準日から優先交渉権者決定日までの間に、応募者の構成企業又は協

力企業が参加資格要件を欠くこととなった場合は、当該応募者は原則として失格

とする。ただし、市がやむを得ないと認めた場合は、市の承認及び参加資格の確

認を受けた上で、代表企業を除く構成企業又は協力企業の変更、追加ができるも

のとする。この場合、市へ書面（任意様式）により構成企業又は協力企業の変更、

追加の申し出を行い、構成企業又は協力企業の変更や、追加の申し出を市が認め

た場合は、参加資格の確認を受けるための必要書類を速やかに提出すること。 
 

イ 優先交渉権者決定日から事業契約の締結日までの間に、構成企業又は協力企業が参

加資格要件を欠くこととなった場合は原則として失格とし、仮契約の解除を行う。

この場合、市は一切責任を負わないものとする。ただし、市がやむを得ないと認

めた場合は、参加資格要件を満たす範囲で代表企業を除く構成企業又は協力企業

の減少は認めるものとする。その場合は、市へ書面（任意様式）により構成企業

又は協力企業の変更を申し出ること。 
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５ 審査及び選定に関する事項 
 

(1) 審査に関する基本的な考え方 
 

ア 審査は、事業者選定を公平かつ適正に実施するために学識経験者等で構成する選定

委員会で行うものとし、事業者審査基準は募集要項と併せて公表する。 
 

イ 選定委員会において、建築計画、事業計画、維持管理計画、運営計画、資金計画等

の各面から総合的に提案書の審査を行う。 
 

ウ 応募者の構成企業又は協力企業が、優先交渉権者及び次点交渉権者の選定前に、選

定委員会の委員に対し、事業者選定に関して自己に有利になる目的のため又は他

の応募者を不利にする目的のため、接触等の働きかけを行った場合は失格とする。 

 

(2) 事業者の選定 

事業者の審査は次に掲げる手順により行うこととする。 
 

ア 資格審査 

応募者の備えるべき参加資格要件の具備の有無を確認する。 
 

イ 提案審査 

提案価格のほか、設計・建設、維持管理及び運営等の提案内容及び市の要求水準と

の適合性並びに資金調達及びリスク分担を含む事業計画の妥当性、確実性等の各面か

ら総合的に評価する。詳細は事業者審査基準による。 
 

ウ 事業者の選定 

市は、選定委員会による評価の結果を基に優先交渉権者及び次点交渉権者を選定し、

優先交渉権者との契約交渉及び契約手続を行う。ただし、優先交渉権者との契約交渉

が調わなかった場合には、次点交渉権者と契約の交渉及び手続を行う。 
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６ 審査結果及び評価の公表方法 

審査の結果及び評価は、市のホームページで公表する。 

 

７ 応募に係る提案書類の取扱い 
 

(1) 著作権 

優先交渉権者及び次点候補者（優先交渉権を獲得した場合に限る）から提出された

提案書等については、基本協定（契約）締結後は提出された提案書等の著作権は市に

帰属するものとし、市は提案書等をホームページ等で公表するものとする（市が不開

示としたものは除く）。著作者は提案書について著作者人格権を行使しないものとす

る。 

 

(2) 特許権等 

提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基

づき保護される第三者の権利の対象となっている事業手法、工事材料、施工方法、維

持管理方法等を使用したことに起因する責任は、提案を行った応募者が負う。これに

より市が損失又は損害を被った場合は、当該応募者は市に対し当該損失又は損害を賠

償しなければならない。 

 

 

８ SPC の設立等 

応募者は、本事業に係る審査の結果、事業者として決定された場合は、仮契約締結

までに本事業を実施する会社法に定める株式会社として SPC を市内に設立する。なお、

応募者の構成企業は、SPC に出資するものとする。構成企業全体の出資比率の合計は、

全体の 50％を超えるものとする。 

また、代表企業は SPC に出資する全ての企業の中で最大出資比率とすること。すべ

ての出資者は、原則として、事業契約が終了するまで SPC の株式を保有するものとし、

市の事前の書面による承諾がある場合を除き、譲渡、担保権等の設定その他の一切の

処分を行ってはならない。 
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第３ 事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の確保に関

する事項 

１ 予想される責任及びリスクの分類と官民間での分担 
 

(1) 責任分担の考え方 

本事業における責任分担の考え方は、適正にリスクを分担することにより、より低

廉で質の高いサービスの提供を目指すものであり、事業者が担当する業務については、

事業者が責任を持って遂行し、業務に伴い発生するリスクについては、原則として事

業者が負うものとする。ただし、市が責任を負うべき合理的な理由がある事項につい

ては、市が責任を負うものとする。 

 

(2) 予想されるリスクと責任分担 

市と事業者の責任分担は、原則として添付資料リスク分担表（案）によることとし、

責任分担の程度や具体的な内容については、事業契約書（案）で提示する。 

 

 

２ 事業者により提供されるサービス水準 

本事業において実施する業務の要求性能及びサービス水準は、業務要求水準書に定

める。 

 

 

３ 事業者の責任の履行に関する事項 

事業者は、事業契約書（案）に基づき作成された事業契約書に従い、誠意をもって

責任を履行する。なお、事業契約締結に当たっては、事業契約の履行を確保するため

に、次のいずれかの方法による事業契約の保証を行うことを想定している。 

・契約保証金の納付 

・履行保証保険の付保等による保証措置 

・その他岡崎市工事請負契約約款第 4 条第 1 項に定める方法に準ずるもので市

が認める保証 

 

 

４ 市による事業の実施状況のモニタリング 
 

(1) モニタリングの実施 

市は、事業者が、定められた業務を確実に遂行し、業務要求水準書に規定した要求

水準及び事業者が提案した水準を達成しているか否かを確認すべく、事業の実施状況

についてモニタリングを実施する。 
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(2) モニタリングの時期 

モニタリングの時期については、次のとおりとする。 
 

ア 基本設計・実施設計時 

イ 工事施工時 

ウ 工事完成・施設引渡し時 

エ 施設供用開始後（維持管理・運営段階） 

オ 事業契約終了時 

 

(3) モニタリングの方法 

モニタリングの具体的な方法については、モニタリング減額方法説明書で提示する。 

 

(4) モニタリングの費用の負担 

モニタリングの実施のために市に発生する費用は、市の負担とする。その他の費用

（セルフモニタリングに要する費用等）は事業者の負担とする。 

 

(5) 事業者に対する支払額の減額等 

モニタリングの結果、事業契約書で定められた要求水準が満たされていない場合、

市は、事業者に対して支払額の減額又は支払いを停止する。減額又は支払いの停止の

考え方については、モニタリング減額方法説明書で提示する。 

なお、要求水準以上の結果が得られた場合、市は、事業者に対して増額等のインセ

ンティブを与える。増額等のインセンティブを与える条件については、別途協議する

こととする。 

 

 

 

 



 

－ 27 － 

第４ 公共施設等の立地及び規模等に関する事項 

本公園の計画内容については、基本計画及び業務要求水準書（案）を参照すること。 
 

１ 施設の立地条件等 

施設の立地条件等は以下のとおりである。 
 

立地条件等 

事業予定地 愛知県岡崎市若松町萱林 1-1 

敷地面積 14.8ha 

用途地域 

市街化区域：第一種住居地域 

※西三河都市計画特別用途地区の変更により、本公園を特別用途地

区に指定した。 

※特別用途地区の指定により、公園内の建築施設の床面積の制限

(3,000 ㎡)を緩和した。 

高度地区 第二種高度地区（最高高さ 25m） 

都市公園 総合公園／愛知県告示 781 号（平成 22 年 12 月 24 日） 

風致地区 

南部風致地区（第 3 種風致地区） 

※第 3 種風致地区指定に関する制限等 

 高さ制限：15m 以下 

 外壁後退：接道部分 2m 以上、その他 1m 以上 

 緑地率：30％以上 

 切土・盛土ののりの高さ等：1ha 超は 5m 以下 

              1ha 以下は 5m を超える場合、 

              植栽等の措置 

建ぺい率 60％ 

容積率 200％ 

日影規制 
5m を超え 10m 以内：4 時間以上 

10m を超える範囲：2.5 時間以上 

宅地造成工事規制 あり（運動場周辺は規制区域外） 

その他 

地域森林計画対象民有林（一部指定） 

※土地利用調整総合支援ネットワークシステムにて確認可能 

https://lucky.tochi.mlit.go.jp/ 
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２ 施設の規模 

施設の規模は以下のとおりである。 

 

施設規模一覧 

整備分類 対象施設 規模 

解体・撤去施設 

岡崎市民プール 
プール：約 3,100 ㎡ 

管理事務所：約 70 ㎡ 

テニスコート、クラブハウス 
テニスコート 4 面：約 2,700 ㎡ 

クラブハウス：約 40 ㎡ 

運動場 約 11,000 ㎡ 

第一駐車場トイレ 約 60 ㎡ 

新設施設 

多目的芝生広場 規模は応募者の提案により任意 

大屋根（人工芝広場） 屋根面積：2,500 ㎡以上 

屋内遊戯施設 
参考延床面積：約 1,500 ㎡ 

 

水遊び場 規模は応募者の提案により任意 

遊具広場 規模は応募者の提案により任意 

再整備施設 

交通広場 既存と同等又は同等以上 

交通広場管理棟 参考延床面積：約 1,200 ㎡ 

駐車場 

普通乗用車 386 台以上 

(職員用の駐車台数除く) 

大型バスが 6 台駐車可能なス

ペース確保 

園路 既存園路の修繕を含む 

木橋 1 橋：Ｗ2.0ｍ×Ｌ6.3ｍ 

トイレ 

男子(小)：4 穴 

男子(大)：2 穴 

女子(大)：4 穴 

多目的：男女各 1 穴 

児童公園 既存と同等又は同等以上 

自由提案施設 
民間自主事業により独立採算で整

備運営する施設 
規模は応募者の提案により任意 

 

 

３ 土地の取得等に関する事項 

土地は市所有の行政財産とし、原則として事業契約締結から設計・建設業務が終了

するまで事業者は無償で使用することができる。 
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第５ 事業契約の解釈について疑義が生じた場合の措置に関する事項 

事業契約の解釈について疑義が生じた場合、市と事業者は誠意をもって協議するも

のとし、協議が整わない場合は、事業契約書に規定する具体的な措置に従う。 

また、事業契約に関する紛争については、名古屋地方裁判所を第一審の専属管轄裁

判所とする。 
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第６ 事業の継続が困難となった場合の措置に関する事項 

１ 事業の継続に関する基本的な考え方 

本事業において、事業の継続が困難となる事由が発生した場合は、事業契約で定め

る事由ごとに、市及び事業者の責任に応じて、必要な修復その他の措置を講じること

とする。 

 

 

２ 事業の継続が困難となった場合の措置 

事業の継続が困難となった場合には、次の措置をとることとする。 

 

(1) 事業者の責めに帰するべき事由により事業の継続が困難となった場合 
 

ア 事業者の提供するサービスが事業契約に定める市の要求水準を下回る場合、その他

事業契約で定める事業者の責めに帰すべき事由により債務不履行又はその懸念が

生じた場合、市、事業者に対して、修復勧告を行い、一定期間内に修復策の提出

及び実施を求めることができる。事業者が当該期間内に修復をすることができな

かったとき、市は、本事業における指定管理者の指定の取り消しを行うことがで

きる。 
 

イ 事業者が倒産し又は事業者の財務状況が著しく悪化し、その結果、事業契約に基づ

く事業の継続的履行が困難と合理的に考えられる場合、市は、本事業における指

定管理者の指定の取り消しを行うことができる。 
 

ウ ア又はイの規定により市が、本事業における指定管理者の指定を取り消した場合、

事業者は市に生じた損害を賠償するものとする。 

 

(2) 市の責めに帰すべき事由により事業の継続が困難となった場合 
 

ア 市の責めに帰すべき事由に基づく債務不履行により事業の継続が困難となった場

合、事業者は市に対し、一定期間内に当該違反の是正を求めることができる。市

が当該期間内に是正しない場合には、事業者は市に対し、本事業における指定管

理者の指定の取り消しを求めることができる。また、市は、事業者が求める本事

業における指定管理者の指定の取り消しが合理的な理由に基づくものである場合

には、指定を取り消すものとする。 
 

イ アの規定により市が本事業における指定管理者の指定を取り消した場合、市は、事

業者に生じる損害を賠償するものとする。 
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(3) 当事者の責めに帰すことのできない事由により事業の継続が困難となった場合 
 

ア 不可抗力、その他市又は事業者の責めに帰すことのできない事由により事業の継続

が困難となった場合、市と事業者は事業継続の可否について協議を行うものとす

る。 
 

イ 一定の期間内に協議が調わない時は、それぞれの相手方に事前に書面による通知を

行うことにより、市は本事業における指定管理者の指定を取り消すことができ、

事業者は、本事業における指定管理者の指定の取り消しを求めることができる。

また、事業者が、本事業における指定管理者の指定の取り消しを求める場合、市

は、事業者の求めに応じ本事業における指定管理者の指定を取り消すものとする。 
 

ウ イの規定により本事業における指定管理者の指定の取り消しの場合に生じる損害

についての賠償の措置は、事業契約に定めるところに従うものとする。 

 

(4) 事業の継続が困難になった場合における事業契約の終了 

市が、上記(1)から(3)までに基づき本事業における指定管理者の指定を取り消した場

合、事業契約は、他の手続きを要せず、本事業における指定管理者の指定の取り消し

の効力が生じると同時に終了する。 

 

(5) 融資機関（融資団）と市との協議（直接協定） 

事業の継続性をできる限り確保する目的で、市は、事業者に対し融資を行う金融機

関等の融資機関（融資団）と協議を行い、直接協定を結べるものとする。 
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第７ 法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援等に関

する事項 

１ 法制上及び税制上の措置に関する事項 

市は、本事業に関する法制上及び税制上の措置等は想定していないが、法改正等に

より措置が適用される場合には、市は、事業者が法制上及び税制上の措置を受けるこ

とができるように努める。 

 

 

２ 財政上及び金融上の支援に関する事項 

市は、本事業に関する財政上及び金融上の支援等は想定していないが、事業者が支

援を受けることができる可能性がある場合には、市は、事業者が当該支援を受けられ

るように努める。 

 

 

３ その他の支援に関する事項 

その他の支援については、次のとおりとする。 

・事業実施に必要な許認可等に関し、市は、必要に応じて協力を行う。 

・法改正等により、その他の支援が適用される可能性がある場合には、市と事

業者で協議を行う。 

・市は、事業者に対する補助、出資等の支援は行わない。 
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第８ その他特定事業の実施に関する必要事項 

１ 議会の議決 

債務負担の設定に関する議案は、令和 5 年 12 月定例会に上程する予定であり、事

業契約、公の施設設置条例及び指定管理者の指定に関する議案は、令和 6 年 3 月定例

会に上程する予定である。 

 

 

２ 情報提供 

本事業に係る情報提供は、適宜、市のホームページ等で行う。 

 

 

３ 提案に伴う費用負担 

提案に伴う費用については、すべて応募者の負担とする。 

 

 

４ 実施方針に関する問い合わせ先 

 

岡崎市都市基盤部公園緑地課 

住所：岡崎市十王町二丁目 9 番地 

電話：0564-23-6717 

電子メール：koen@city.okazaki.lg.jp 
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添付資料 リスク分担表（案） 

リスク分担表（案）(1) 

発生 

段階 

リスク リスク分担 

リスク項目 No. リスクの内容 市 
選 定

事業者

共
通 

募集要項リスク 1 

募集要項等本事業に係り公表した資

料の誤りに関するもの、内容の変更に

関するもの等 

●  

応募リスク 2 応募費用に関するもの  ● 

契約締結リスク 

3 
契約締結に関する議決を得られない

ことによる契約締結の遅延・中止 
●※1 ●※1 

4 
前項以外の市の責めに帰すべき事由

による契約締結の遅延・中止 
●  

5 
事業者の責めに帰すべき事由による

契約締結の遅延・中止 
 ● 

資金調達リスク 6 必要な資金の確保に関するもの  ● 

予算確保リスク 7 
債務負担行為に関する議決を得られ

ないことによる契約締結の遅延・中止
●※1 ●※1 

用地確保リスク 
市取得分の用地

確保リスク 
8 

市が用地の取得ができないことによ

る契約締結の遅延・中止 
●  

制度関連リスク 

政治・行政リス

ク 

9 

 

本事業に直接影響を及ぼす市の政策

の変更 
●  

法 制 度 ・ 税 制

度・許認可リス

ク 

10 

法制度・税制度・許認可の新設・変更

に関するもの（本事業に直接影響を及

ぼすもの） 

●  

11 
法制度・税制度・許認可の新設・変更

に関するもの（前項以外のもの） 
 ● 

許認可遅延リス

ク 

12 
許認可の遅延に関するもの（市が取得

するもの） 
●  

13 

前項以外の、事業者の申請等手続き不

備等による許認可の遅延に関するも

の 

 ● 

社会リスク 

住民対応リスク 

14 

施設等の設置等、本事業の推進そのも

のに関する住民反対運動・訴訟・要望

等に関するもの 

●  

15 

前項以外の調査、工事、維持管理、運

営に関する住民反対運動・訴訟・要望

等に関するもの 

 ● 

第三者賠償リス

ク 

16 事業者の責めによるもの  ● 

17 市の責めによるもの ●  

環境問題リスク 18 

事業者が行う業務に起因する有害物

質の排出・漏洩等、環境保全に関する

もの 

 ● 

デフォルトリス 

ク（事業の中止・ 

延期） 

事業者に起因す

るもの 

19 事業者の事業放棄、破綻によるもの  ● 

20 

事業者の提供するサービスの品質が

業務要求水準書の示す一定のレベル

を下回った場合 

 ● 

市に起因するも

の 
21 

市の債務不履行等により当該サービ

スが不要となった場合等 
●  
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リスク分担表（案）(2) 

発生 

段階 

リスク リスク分担 

リスク項目 No. リスクの内容 市 
選 定

事業者

共
通 

不可抗力リスク 

22 

風水害、暴動、地震等第三者の行為そ

の他自然的又は人為的な現象及び感

染症等の蔓延のうち通常の予見可能

な範囲を超える（保険等の措置により

カバーされる損害の範囲内）もの 

 ● 

23 

風水害、暴動、地震等第三者の行為そ

の他自然的又は人為的な現象及び感

染症等の蔓延のうち通常の予見可能

な範囲を超える（保険等の措置により

カバーされる損害を超える）もの 

●  

物価変動リスク 24 物価変動によるコストの変動 ●※2 ●※2 

金利リスク 

25 金利の変動（設計・建設期間中） ●  

26 
金利の変動（開業後、維持管理・運営

期間中） 
 ● 

支払遅延・不能リスク 27 
市からのサービス対価等の支払遅

延・不能に関するもの 
●  

計
画
・
設
計
段
階 

計画・設計リス

ク 

発注者責任リス

ク 
28 

事業者の発注による工事請負契約の

内容、及びその変更に関するもの等 
 ● 

測量・調査・設

計リスク 

29 

市が実施した測量・調査・設計に不備

があった場合（市が過去に実施した、

既存建物に関する調査・設計を含む）

●  

30 
事業者が実施した測量・調査・設計に

不備があった場合 
 ● 

31 
既存建物の構造等に当初想定されな

かった重大な欠陥が発見された場合 
●※3  

遅延リスク 

32 
市の事由により設計が一定期間に完

結せず費用増加をもたらす場合 
●  

33 
事業者の事由により設計が一定期間

に完結せず費用増加をもたらす場合 
 ● 

設計変更リスク 

34 
市の事由により設計変更が生じ費用

が増加する場合 
●  

35 
事業者の事由により設計変更が生じ

費用が増加する場合 
 ● 

要求水準リスク 36 
計画・設計に関する要求水準の不適合

によるもの 
 ● 

建
設
段
階 

建設リスク 

用地リスク 

37 計画地の土壌汚染に関するもの ●  

38 
建設に要する仮設、資材置場に関する

もの 
 ● 

39 地中障害物等に関するもの ●  

工事遅延・未完

工リスク 

40 
市の要求による設計変更により遅延、

又は完工しない場合 
●  

41 
前項以外で工事が契約に定める工期

より遅延する、又は完工しない場合 
 ● 

42 

埋蔵文化財の調査による工事遅延・未

完工（埋蔵文化財の存在を公表してい

ない場合） 

●  

工事費増大リス

ク 

43 市の指示による工事費の増大 ●  

44 前項以外の要因による工事費の増大  ● 

45 

本事業の改修対象について、事業者の

調査により新たに必要と判断され、市

が認めた追加工事にかかる費用 

●  
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リスク分担表（案）(3) 

発生 

段階 

リスク リスク分担 

リスク項目 No. リスクの内容 市 
選 定

事業者

 建設リスク 

性能リスク 46 要求水準の不適合（施工不良を含む）  ● 

施工監理（管理）

リスク 
47 施工監理（管理）に関するもの  ● 

一般的損害リス

ク 
48 

設備・原材料の盗難や事故による第三

者賠償等に関するもの 
 ● 

システム・設備

機器・備品等納

品遅延リスク 

49 

システム、設備、備品等の納品遅延に

起因するもの（市が用意するものを除

く） 

 ● 

譲渡手続きリス

ク 
50 

施設譲渡の手続きに伴う諸費用に関

するもの 
 ● 

維
持
管
理
・
運
営
段
階 

維持管理リスク 

計画変更リスク 

51 
市の指示による事業内容・用途の変更

に関するもの 
●  

52 
前項以外の要因による事業内容・用途

の変更に関するもの 
 ● 

性能リスク 53 要求水準の不適合によるもの  ● 

施設瑕疵リスク 

54 
事業者の設計が原因となる施設の瑕

疵 
 ● 

55 
事業者の施工不良が原因となる施設

の瑕疵（瑕疵担保期間中） 
 ● 

56 
事業者の施工不良が原因となる施設

の瑕疵（瑕疵担保期間外） 
●  

57 
本事業で事業者が改修を行わない部

位に起因する瑕疵 
●  

58 
本事業で事業者が整備・改修を行わな

い施設の瑕疵 
●  

維持管理コスト

リスク 

59 
市の指示による事業内容・用途の変更

等に起因する維持管理費の増大・減少
●  

60 

前項以外の要因による維持管理費の

増大（物価・金利変動に関するものは

除く） 

 ● 

施設損傷リスク 

61 
施設の劣化に対して適切な措置がと

られなかったことよるもの 
 ● 

62 
本事業で事業者が改修を行わない部

位に起因する劣化によるダメージ 
●  

63 
事業者の責によらない事故・火災等に

よるダメージ 
●  

64 

利用者等第三者による施設の損傷（ 

通常予見可能な範囲、保険等の措置に

よりカバーされる損害の 範囲を超え

るもの） 

●  

65 
前項以外利用者等第三者による施設

の損傷 
 ● 

修繕費増大リス

ク 

66 修繕費が予想を上回った場合  ● 

67 
修繕費が予見できず、かつ市の責めに

より予想を上回った場合 
●  

運営リスク 
計画変更リスク 

68 
市による事業内容・用途の変更に関す

るもの 
●  

69 
前項以外の要因による事業内容・用途

の変更に関するもの 
 ● 

性能リスク 70 要求水準の不適合によるもの  ● 
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リスク分担表（案）(4) 

発生 

段階 

リスク リスク分担 

リスク項目 No. リスクの内容 市 
選 定

事業者

維
持
管
理
・
運
営
段
階 

運営リスク 

運営コストリス

ク 

70 
市の指示による事業内容の変更等に

起因する業務量、及び運営費の増大 
●  

71 
市の指定する団体の参画等に起因す

る業務量、及び運営費の増大 
●  

72 

前２項以外の要因による業務量、及び

運営費の増大（物価・金利変動による

ものは除く） 

 ● 

セキュリティー

リスク 

73 事業者の警備不備によるもの  ● 

74 前項以外のもの ●  

情報漏えいリス

ク 

75 市の事由によるもの ●  

76 事業者の事由によるもの  ● 

需要リスク 

77 
市が実施する事業の需要に関するも

の 
●  

78 
事業者が実施する事業の需要に関す

るもの 
 ● 

一般的損害リス

ク 
79 

各種消耗品の盗難や事故による第三

者への賠償に関するもの 
 ● 

備品損傷リスク 
80 

事業者が本事業に合わせて整備する

備品の修繕・更新 
 ● 

81 市が提供する既存の備品の修繕・更新  ● 

技術革新リスク 
システム陳腐化

リスク 
82 

事業開始後、導入したシステムが技術

的に陳腐化し、技術代替、一部施設・

設備の変更に関し想定以上のコスト

を要する場合 

 ● 

移
管
段
階

移管手続きリスク 83 

施設移管手続き、業務引き継ぎに伴う

諸費用の発生に関するもの、事業会社

の清算手続きに伴う評価損益等 

 ● 

※１議会の議決が得られないことにより契約締結が遅延・中止した場合は、それまでにか

かった市及び事業者の費用は、それぞれの負担とする。 

※２物価変動に一定程度の下降又は上昇があった場合は、一定調整する。具体的な調整方法

については、支払方法説明書(案)において提示する。 

※３事業者が事業契約締結後に実施した調査の結果又は工事施工中に既存建物の構造等に、

当初想定できなかった重大な欠陥があることが判明し、これにより事業者の提案内容に

見直しが必要となる場合、当該見直しに係る追加費用は市の負担とする。市は、当該欠

陥について事業者が合理的に要求される努力を尽くしても、当該欠陥の発見時期以前に

発見することが不可能又は著しく困難と客観的に判断される場合に、当該欠陥の除去修

復に対し、合理的な追加費用（設計、工事の遅延に係る追加費用を含む）を負担する。

ただし、事業者が合理的に要求される努力を尽くしていれば、当該欠陥の発見時期以前

に発見できたであろう場合又は当該欠陥についての市への報告が事業者の責めにより

遅延した場合は、市は、見直しに要する追加費用のうち一部（発見時期の遅延の場合に

は、事業者において、事業者が合理的に要求される努力を尽くしていれば発見されたで

あろう時期に発見されていても発生したことを客観的に明らかにした金額、市に対する

通知の遅延の場合には、事業者において、当該遅延がなくても発生したことを客観的に

明らかにした金額）を負担する。 


